
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 14 1 1 1 水政事業

一般 14 1 1 2 水防事業

一般 14 1 1 3 河川・水路等維持管理事業

一般 14 1 1 4 河道等安全確保緊急対策事業

一般 14 1 1 99 職員人件費

一般 14 1 2 1 河川整備事業

一般 14 1 2 2 河川環境施設調査検討費

一般 19 1 14 1 下水道事業会計繰出金

[下水道河川局]

令和７年度事業評価書　目次



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 水政事業

下水道河川局河川流域調整課 一般会計 14 01 01

09 04 1

河川・水路占用許可、水路改廃、油等の浮遊物処理などの河川・水路の適正管理及び市民との協働による美化活動を進め
、河川愛護意識の醸成を図るとともに、市民協働による川づくりをすすめます。

５年度 ６年度

          47,675        ▲ 38,771          86,446

水政事業は、市民ニーズを測ることや委託等になじむ事業ではない。しかしながら、今後も潜在的な市民ニーズに応えて
いくことが必要な事業であり、事業の概要・目的の達成のために、当該事業を堅実に維持することが必要である。

1 水政事務費（河川企画課）

水政事務費（河川企画課）の執行及び河川に係る全国会議の調整等を行います。

５年度 ６年度

           3,635            1,308           2,327

リ－フレット印刷の増等のため

会議参加件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

13 13 13 13 13 13 13

10 10 10 10

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 水辺愛護活動支援

水辺愛護会の活動補助金支給を行うとともに、川づくりコーディネーター制度による川づくり活動
を実施します。

５年度 ６年度

          11,385         ▲ 3,250          14,635

イベント運営補助委託の減等

水辺愛護会団体数 団体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

95 95 95 95 95 95 95

96 95 96 99

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 河川環境啓発事業

河川愛護意識の醸成を目的とし、水循環基本法で定められた「水の日」や国が指定した「河川愛護
月間」に合わせた啓発活動、および環境教育出前講座をはじめとする各種啓発事業を実施します。

５年度 ６年度

           1,989            1,398             591

イベント啓発物品の発注の当番年のため

啓発事業実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

5 5 5 5 5 5 5

5 5 5 5

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 雨水調整池の利活用

意見募集を踏まえながら、雨水調整池の土地の一部を利活用します。

５年度 ６年度

              66               66               0

事業者の選定に係る調査委託執行のため

利活用雨水調整池数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 2

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・財源確保

が可能

・負担は適

切である

5 水政事務費（河川管理課）

河川管理課で必要となる事務経費です。

５年度 ６年度

             959           ▲ 237           1,196

過年度分過誤納金（占用料）の減による。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 河川・水路占用許可費

河川・水路占用許可をシステムを使用して管理し、占用料を徴収します。

５年度 ６年度

          13,548        ▲ 42,453          56,001

Edge対応によるシステム改修がなくなったことによる減

占用料 収納率 （件数） ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

98 98 98 98 98 98 98

99 99 98 97

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い

7 河川・水路事故対応費

河川・水路において水質事故等発生した際に対応します。

５年度 ６年度

               0            ▲ 44              44

弁護士相談がなかったことによる減

事故対応率 ％

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

100 100 100 100 100 100 100

100 100 100 100

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）
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実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

8 河川・水路資産管理費

水路改廃に伴う調査及び登記や台帳補正等により河川・水路の資産管理を行います。

５年度 ６年度

           4,031         ▲ 1,732           5,763

河川・水路現況調査の規模縮小による減

水路改廃件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

120 120 120 120 120 120 120

93 90 91 65

・測ること

はなじまな

い

・条例 ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・なじまな

い

9 雨水貯留浸透施設整備支援費

法改正に伴う新たな補助制度により、民間事業者が設置する雨水貯留浸透施設の整備に係る費用の
一部を補助します。

５年度 ６年度

               0                0               0

申請がなかったため

補助件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1

0 0 0

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明
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細事業費
（千円）
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細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

10 会計年度任用職員人件費（河川管理課）

雨水調整池巡回点検業務を行う会計年度任用職員を雇用します。

５年度 ６年度

           7,125            1,237           5,888

人件費の増による。

巡回点検施設件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

650 650 650 650 650 650 650

630 632 551 546

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・なじまな

い

11 会計年度任用職員人件費（河川企画課）

草刈り・清掃等の水辺愛護会活動の現場確認、新規結成支援等を行う水辺愛護会サポーターを雇用
します。

５年度 ６年度

           4,936            4,936               0

会計年度任用職員の新規雇用のため

水辺愛護会現地対応数 団体

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

50 50 50 50

42

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析
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計

細事業名称

細事業概要
画
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増減説明
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（千円）

年度事
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実
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細事業事業量 単位

想定
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 水防事業

下水道河川局河川流域管理課 一般会計 14 01 01

34 03 2

　市域に存する河川や一般下水道に起因する洪水等による浸水被害の軽減や、市民が水と親しむことができる親水拠点に
おける水難事故の未然防止のため、市民に向けて広く一般公開している「横浜市水防災情報」のページにより、河川水位
情報、河川カメラ画像情報の安定的な提供を行います。
　また、大雨時に水害を防止するために土木事務所で使用する水防資機材の備蓄整備等を行います。

５年度 ６年度

          74,379            8,785          65,594

水防災情報システムの閲覧者数を見てわかるとおり、大雨災害に対する市民関心度の高さが伺える。そのため、効果的な
広報および水防災情報システムの改良について検討を実施予定。

1 水防倉庫等資機材費

土木事務所の水防活動に供する、土のう袋・スコップ等の用具購入及び水防倉庫の修繕等

５年度 ６年度

           4,394               17           4,377

土のうステーション設置による増

水防倉庫数 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

18 18 21 21 21 21 21

18 18 18 34

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 水防機器管理

水位計・河川監視カメラ・親水拠点警報装置の更新、点検、修繕　等

５年度 ６年度

          38,474           ▲ 317          38,791

更新対象箇所減による減

水防機器管理数（水位計） 台

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

33 33 33 33 33 33 33

33 33 33 33

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 樋門操作

大熊川電動樋門の保守管理

５年度 ６年度

           1,109           ▲ 219           1,328

保守管理業務の委託において、点検回数の削減による減

電動樋門 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・維持 ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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計

細事業名称
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画
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分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 水防災情報システム等運用

水防災情報システム及び土木情報システムの運用

５年度 ６年度

          21,882              978          20,904

雨雲レーダ検討および水位カメラデータに関する変更契約による増

閲覧者数の推移 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1000000 1000000 1000000 1000000 1000000 1000000 1000000

1706529 1846413 1548879 2707811

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 水防広報

市内小学校を対象としたチラシの作成・配布、及び水防講座周知チラシの配布を実施し、小学生の
水難事故防止、河川に対する防災意識の醸成につなげます。

５年度 ６年度

             198                4             194

印刷費高騰による増

啓発チラシ配布数 校数

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

365 364 364 364 364 364 364

365 364 364 365

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

6 水防安全対策

大雨や不測の事態による河川等の応急対応

５年度 ６年度

           8,320            8,320               0

システム改修や水難事故防止啓発看板設置による増

水防警報発令数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

10回程度 10回程度 10回程度 10回程度 10回程度 10回程度 10回程度

15 16 14 18

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 河川・水路等維持管理事業

下水道河川局河川流域管理課 一般会計 14 01 01

38 01 3

　本市管理の河川及び遊水地、雨水調整池、水路等の維持管理を行うものです。

５年度 ６年度

         867,612        ▲ 56,444         924,056

ポンプ排水型遊水地維持管理についてはまだ外部委託していないが、一部可能であり、実施主体の見直しを検討していく
必要がある。具体的にはPPPを活用した検討を実施予定。

1 ポンプ排水型遊水地維持管理

ポンプ排水型遊水地の運転管理・電気機械設備の長寿命化計画に基づく日常的な維持管理及び点検
整備を実施します。

５年度 ６年度

          51,999        ▲ 21,772          73,771

年次計画による減等

施設数 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

４ ４ ４ ４ ４ ４ ４

４ ４ ４ ４

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 河川維持管理

河川の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護柵修
繕等の維持管理を実施します。

５年度 ６年度

         255,964          124,852         131,112

土木事務所要望による増等

河川数 河川

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

38 38 38 38 38 38 38

38 38 38 38

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 水路維持管理

水路の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護柵修
繕等の維持管理を実施します。

５年度 ６年度

         413,904        ▲ 76,888         490,792

土木事務所実績による減等

水路延長 ｋｍ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

600 600 600 600 600 600 600

600 600 600 600

・増える ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 流域貯留浸透施設維持管理

雨水調整池・流域貯留浸透施設の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・巡回点検・設備保守点
検防護柵修繕等の維持管理を実施します。

５年度 ６年度

          59,288        ▲ 75,029         134,317

土木事務所実績による減等

施設数 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

320 320 323 324 325 325 325

316 319 322 324

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 予防保全型維持管理

水路及び雨水調整池を保全計画に基づき、点検・補修等の維持管理を効果的かつ効率的に行う事で
計画実施期間中における対象施設の機能維持を目的として実施します。

５年度 ６年度

          86,457         ▲ 7,608          94,065

年次計画による減等

対象箇所数 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

546 546 546 546 546 546 546

546 546 546 546

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 河道等安全確保緊急対策事業

下水道河川局河川流域管理課 一般会計 14 01 01

34 01 4

計画的な河道等の土砂掘削を推進するものです。

５年度 ６年度

         119,679           69,679          50,000

河道等の浚渫等による安全確保延長約14ｋｍを達成する見込みであり、中期計画の指標を概ね上回っている。今後、土砂
撤去計画策定など事業内容の見直しに取り組む予定。

1 堆積土砂掘削

河道の浚渫等による安全確保延長約14ｋｍを達成します。

５年度 ６年度

         119,679           69,679          50,000

工事費の増

安全確保延長 ｋｍ

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 1.5 1.5 1.5 0 0

0 0 2.0 1.4

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 職員人件費

下水道河川局総務課 一般会計 14 01 01

99 99 99

機構改革後の下水道河川局職員人件費
・常勤一般職員 101人 
・暫定再任用職員
　短時間勤務職員 1人

５年度 ６年度

         775,399          188,342         587,057

引き続き適切に予算編成を行うとともに、職員の給料、諸手当、共済費等の支出及び管理を適切に行い、適正な人件費の
執行に努めます。

1 職員人件費

５年度 ６年度

         775,399          188,342         587,057

-

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 河川整備事業

下水道河川局河川流域調整課 一般会計 14 01 02

34 01 1

①大規模特定河川事業
　二級河川において計画的・集中的に河川改修を行います。
②都市基盤河川改修事業
　一級河川・二級河川において河川改修を行います。
③準用河川改修事業
　準用河川において河川改修を行います。
④流域貯留浸透事業
　既存の雨水調整池の改良を行います。
⑤河川改良・老朽化対策事業
　ポンプ排水型遊水地や護岸の長寿命化を図る事業等を行います。
⑥河道等安全確保対策事業
　河川・水路・雨水調整池等に堆積した土砂を掘削し、繁茂した草を除草します。

５年度 ６年度

       3,684,120        1,098,141       2,585,979

限られた市予算を有効に活用し、国・県の補助を組み合わせて着実に実績を積み上げている。市の負担を軽減しつつ一層
の事業進捗を図るため引き続き国・県への情報提供や要望等を行い、適正かつ効率的な事業実施を実施していく

1 大規模特定河川事業

　一級河川・二級河川において計画的・集中的に河川改修を行います。令和６年度は帷子川で護岸
新設、橋梁新設等を、今井川で護岸改修等を行います。

５年度 ６年度

         786,968          258,205         528,763

事業進捗による増

護岸整備 m

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

188 147 0 210 240 60 110

0 137 103 19

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 都市基盤河川改修事業

　一級・二級河川において河川改修を行います。令和６年度は今井川、帷子川、阿久和川ほかにお
いて、護岸改修、用地取得等を行います。また、帷子川においては時間降雨量約60㎜に対応する工
事を推進します。

５年度 ６年度

       2,038,691          586,164       1,452,527

事業進捗による増

護岸整備 m

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

170 154 192 290 140 110 190

165 191 215 180

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 準用河川改修事業

準用河川において河川改修を行います。令和６年度は日野川ほかにおいて、護岸改修、用地取得等
を行います。

５年度 ６年度

         307,672          101,431         206,241

事業進捗による増

護岸整備 m

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

23 118 0 40 40 40 0

28 60 62 6

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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4 流域貯留浸透事業

既存の雨水調整池の改良を行います。令和６年度は宮古A雨水調整池で改良工事を行います。

５年度 ６年度

          23,704           22,714             990

事業進捗による増

流域貯留施設 箇所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

0 2 1 2

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 河川改良・老朽化対策事業

ポンプ排水型遊水地や護岸の長寿命化を図る事業等を行います。令和６年度は鳥山川遊水地や宇田
川遊水地で長寿命化事業を行います。

５年度 ６年度

         205,153           89,040         116,113

事業進捗による増

河川管理施設 施設

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 3 3 3 3 3

2 2 2 3

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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6 河道等安全確保対策事業

河川・水路・雨水調整池等に堆積した土砂を掘削し、繁茂した草を除草します。令和６年度は和泉
川、阿久和川において堆積した土砂の掘削等を行います。

５年度 ６年度

         321,933           40,588         281,345

事業進捗による増

河川数 河川

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

― ― 31 31 31 31 31

― ― 31 31

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 河川環境施設調査検討費

下水道河川局河川流域調整課 一般会計 14 01 02

09 04 2

地域コミュニティ形成の場として河川環境施設を再整備し、地域活動の活性化を図るための基本調査・基本構想を作成す
る。

５年度 ６年度

          19,609           19,609               0

河川環境施設の利用については、今後ニーズの増加が見込まれている事業である。本事業で得られた基本調査・基本構想
の結果を踏まえ、今後整備にあたっては、民間ノウハウの活用に向けて検討していく。

1 基本調査・基本構想策定

河川環境施設の再整備に向けた基本構想を作成します。

５年度 ６年度

          19,609           19,609               0

新規事業のため

構想策定

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

策定

構想案の作成

・増える ・法律・政

令

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 下水道事業会計繰出金

下水道河川局経理課 一般会計 19 01 14

34 99 1

総務副大臣通知「地方公営企業繰出金について」等に基づき、下水道事業会計への繰出金（雨水処理経費・行政的経費等
）について、計上しています。

５年度 ６年度

      35,394,118     ▲ 2,508,975      37,903,093

分析結果を踏まえると、下水道事業会計繰出金は市民ニーズを測ることや目標設定はなじまず、近年降雨量等の増加傾向
による浸水被害が激甚化・頻発化し、各種コストが上昇する中でも、事業の概要・目的の達成のために、事業を堅実に維
持することが必要である。

1 ３条基準内

「地方公営企業繰出金について」等に基づき、雨水処理に要する資本費（減価償却費・支払利息等
）及び維持管理費に相当する額を繰り出します。

５年度 ６年度

      34,602,711     ▲ 2,207,455      36,810,166

減価償却費の一部（受贈財産等）について繰出しを終了したことによる減等

千円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

38372177 39816158 36806093 34447547 34327724 42471688 42792841

38364812 40558614 36810166 34602711

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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2 ３条基準外

繰出基準に定めるもののほか、行政目的を達成するために負担している経費に相当する額を繰り出
します。

５年度 ６年度

         685,186            6,077         679,109

災害用トイレ（ハマッコトイレ）整備工事の増等

千円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

614536 715610 679109 685186 724532 708657 708657

614536 715610 679109 685186

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 ４条基準内

「地方公営企業繰出金について」等に基づき、平成12年度までに許可された下水道事業債（特例措
置分）の元利償還金に相当する額等を繰り出します。

５年度 ６年度

         106,221       ▲ 307,597         413,818

特例措置分等元金の減

千円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

661660 542725 413818 106221 103156 91971 81725

661660 542725 413818 106221

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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